
 

生活困窮者自立支援制度は、「仕事が見つからない」「社会に

出るのが不安」「家賃が払えず家を追い出されそう」など、さまざ

まな困難の中で生活に困窮している人に包括的な支援を行う制

度で、平成 27 年４月から始まりました。 

その中で「就労訓練事業」という仕組みが導入されたのを御

存じですか？これは、事業者が自治体から認定を受けて、生活

困窮者に就労の機会を提供するものです。引きこもっていた期間

が長かった、心身に課題があるなどですぐには一般就労に従事

することが難しくても、短い時間であったり、支援や配慮があれば

働くことができる人は大勢います。 

誰もが支え合う社会をめざして、この制度は創設されました。事業者の

皆さまにとっても、貴重な人材だと思える人がきっと見つかるはず。生活困

窮者の状況に応じた支援付きの働く場を提供するこの事業、皆様も是非その実施を考えてみませんか？ 

就労訓練事業とは？ 
 

  

生活困窮者のための就労訓練事業を 
考えてみませんか？ 

●自立相談支援機関（生活困窮者自立支援法に基づき自治体やその委託事業者が運営）のあっせんに応じて、就労に困難を抱える生活困窮者を受け入れ、

その状況に応じた就労の機会を提供するとともに、生活面や健康面での支援を行う事業です。横浜市では、「横浜市就労訓練事業支援セ

ンター」を設置し運用しています。 

●利用者は、雇用契約を締結せず、訓練として就労を体験する形態（非雇用型）、雇用契約を締結した上で支援付きの就労を行う形態（雇

用型）のいずれかで就労を行います。 

●どちらの場合も、本人の状況に合わせてステップアップしていき、最終的には一般就労（企業や事業所等において、一般の従業員と同じ働き方をす

ること）につなげることが目標です。 

●すぐには一般企業等で働くことが難しい方です。長期離職者、ニート・ひきこもり、心身に課題があったり、精神疾患を抱える方、生

活保護受給者など、さまざまな状況の方がいらっしゃいます。 

●就労訓練事業の対象者に該当するかどうかや雇用型・非雇用型のどちらで事業を利用するかについては、受け入れ事業所や本人の意向

を踏まえた上で、横浜市就労訓練事業支援センターのアセスメントに基づき判断され、最終的には行政により決定されます。 

●例えば、毎日の就労が難しい、体調の変化でときどき休んでしまうという方に対しては、就労日数や一日の就労時間を少なくしたり、まわりの従

業員の理解を求めつつその方が休んだときの仕事をカバーしたりするなどの配慮をします。あるいは、集中力が必要な複雑な仕事がまだできな

いという方の場合は、他の従業員の方が行っている業務のうち、その方に合った業務をいくつか切り出して、一人分の仕事にします。 

●また、これとあわせ、必要に応じて、身だしなみや健康管理に関する指導やビジネスマナーやコミュニケーションに関する支援などを行います。 

対象者はどんな人？ 
 

具体的にどのような支援をするの？  



 ≤      

生活困窮者自立支援制度の事業 

就労訓練事業の支援のイメージ 

横浜市就労訓練事業支援センターによる課題の評価・分析（アセスメント）、  
行政による支援決定  

支援のイメージ 

就労訓練事業 

非雇用型 

○訓練計画に基づく就労訓練 

○事業主の指揮監督を受けない軽作業等 

○就労支援担当者による就労支援・指導等 

（課題の評価・分析（アセスメント）は毎月実施） 

一般就労 

支援付雇用型 

○雇用契約に基づく就労 

○比較的軽易な作業を想定 

○就労支援担当者による就労支援・指導等 

○就労条件における一定の配慮（労働時間、欠勤について柔軟な対応） 

○雇用契約に基づく就労 

○必要に応じ、自立相談支援機関 
 等がフォローアップを実施 



≤   

多様な働き方を実現することは「地域づくり」につながります。 
●複合的な課題を抱える対象者のニーズに応えるには、その人に合った働き方を実現していくことが必要です。そのためには、就労先の選

択肢を増やすことが必要になってきます。 

● 

● 

 

●働く上で様々な配慮をしなければならない方を受け入れれば、最初はいろいろな苦労があるかもしれません。 

●そのため、生活困窮者を受け入れた就労訓練事業者が一人で悩むことがないよう、事業開始後は、横浜市就労訓練事業支援センターがフ

ォローを行います。 

●生活困窮者を受け入れていく過程で、例えば、業務分解等により事業所全体の作業効率が改善される、あるいは、従業員一人ひとりが抱

える事情に配慮することができるよう職場環境を改善することで、従業員の定着率が高まり人材育成にもつながることが期待されます。 

●また、訓練期間中に本人の働く様子や適性を確認できるほか、採用後も支援者によるフォロー体制があるため、安心して直接採用につな

げることができます。 

生活困窮者を受け入れ、誰にとっても働きやすい職場環境をつくることは、 
業務の効率化だけでなく、職場定着や人材育成にもつながります。 

生活困窮者を受け入れ、多様な働き方を実現することは、 
「地域づくり」につながります。 

今、なぜ就労訓練事業に取組む必要があるの？ 
 

生活困窮者のため、地域のため、自らの事業所のために、 

事業の実施を考えてみませんか？ 

生活困窮者のため  

就労は、私たちにとって、生活の糧を得る機会ですが、それだけでなく、 
社会参加あるいは自己実現の機会でもあります。 
生活困窮者の生活を安定させ、再び社会の中で居場所を見つけてもらうためにも、 
就労の機会の確保は非常に重要です。 
●就労は、経済的な自立に資するばかりではなく、日々の生活のリズムを整え、また、社会の中での役割を得つつ、成長するための機会で

もあります。特に、生活困窮者の中には、地域社会の中で孤立している方が多くいらっしゃり、再び社会とのつながりをつくっていくこ

とが自立に向けて不可欠です。 

●生活困窮者は、一人ひとりが様々な困難を抱えていて、それぞれが目指す自立のかたちも異なりますが、就労が可能な方については、地

域において就労できるよう支援をしていくことが大切です。 

 

地域のため  

自らの事業所のため  

●働く上で様々な配慮をしなければならない方を受け入れれば、最初はいろいろな苦労があるかもしれません。  

●そのため、生活困窮者を受け入れた就労訓練事業者が一人で悩むことがないよう、事業開始後は、横浜市就労訓練事業支援センターがフ

ォローを行います。  

●生活困窮者を受け入れていく過程で、例えば、業務分解等により事業所全体の作業効率が改善される、あるいは、従業員一人ひとりが抱

える事情に配慮することができるよう職場環境を改善することで、従業員の定着率が高まり人材育成にもつながることが期待されます。  

●また、訓練期間中に本人の働く様子や適性を確認できるほか、採用後も支援者によるフォロー体制があるため、安心して直接採用につな

げることができます。 

●複合的な課題を抱える対象者のニーズにこたえるためには、その人に合った働き方ができる就労先の選択肢を増やしていくことが重要で

す。また、本人の意向や課題等によって、必ずしも就労のみを自立のゴールとしない場合もあるため、訓練を経た後、地域での「出口」

の活用・開拓も必要となってきます。 

●地域にとっては、複合的な課題を抱える対象者の受け入れを通して、地域における多様な働き方や生き方への理解が深まります。 

●こうした理解の広がりは、新たな受入先や就労先、社会参加の場の創出につながり、さらに多くの対象者の受け入れを可能とする好循環

を生み出します。 

●その結果、対象者一人ひとりの状況に応じた活躍の場が広がり、誰もが自分らしく暮らせる地域づくりにつながることが期待されます。 



 

就労訓練事業を実施している事業者の 声 

訓練生の受け入れが、社員教育につながったり、将来的な採用を視野に入れる機会になる場合

もあると知り、学びになりました。 

横浜市就労訓練事業支援センター

が実施している就労訓練事業交流

会にご参加いただいた認定就労訓

練事業所様の声をご紹介します。 

訓練を受け入れることによる負担はあるものの、職場内でミスが起こりやすい場面を把握できたり、

指示や伝え方を見直すきっかけになったりするなど、受け入れることの意義や効果を実感しました。 

 一方で、一般就労を目指すことを踏まえ、身だしなみなどについて注意が必要な場合に、どのよう

に声をかければよいのか悩む場面もありました。注意したことがきっかけで本人の意欲が低下し、就

労訓練の中止につながってしまうのではないかという不安も感じました。 

訓練内容を考え、伝えるためにマニュアルを作成する過程で、⾃分たちの業務を整理する機会と

なりました。 訓練者にどのように伝えるかを考えることで、⾃分たちも成⻑につながる、また訓練

者の表情の変化にやりがいを感じるなど、双⽅で価値が⾒いだされるため、就労訓練事業が継続で

きるのだと実感しました。 

外部から来る訓練者の存在は、職員にとっても利用者にとっても良い刺激となりました。また、

訓練者が自信をつけ、安心して過ごせる居場所を見つけ、自ら話せるようになるまでの変化の過程

に関わることができ、大きなやりがいを感じました。 

 一方で、訓練者の話を丁寧に聞きながら対応したいという思いはあるものの、繁忙期には受入れ

担当者の時間を十分に確保することが難しく、対応に苦慮する場面もありました。 



 

事 業 を 開 始 す る ま で の 流 れ 

●就労訓練事業を行うに当たっては、事業所ごとに、その所在地を管轄する都道府県知事（事業所が指

定都市及び中核市にある場合は、指定都市又は中核市の長）の認定を受けることが必要です。 

●認定の申請を行う際は、申請書に所定の書類を添付して自治体に提出します。申請後の一連の流れ

は次のとおりです。なお、申請の詳細は自治体までお問い合わせください。 

 

申請 審査 
 

認定 自立相談支援機関 
からのあっせん 

事業 
開始 

認定基準の内容 
●認定基準の内容は以下のとおりです。なお、「生活困窮者自立支援法に基づく認定就労訓練事業の実施に関するガイドライ

ン」（以下「ガイドライン」）は、認定基準を補足し、認定を受けた事業者が遵守すべき事項を定めたものですので、併せてご参照くださ

 

（１）就労訓練事業者に関する要件 

➊法人格を有すること。 

➋就労訓練事業を健全に遂行するに足りる施設、人員及び財政的基礎を有すること。 

➌自立相談支援機関のあっせんに応じ生活困窮者を受け入れること。 

➍就労訓練事業の実施状況に関する情報の公開について必要な措置を講じること。 

➎次のいずれにも該当しない者であること。 

㋐生活困窮者自立支援法その他の社会福祉に関する法律又は労働基準に関する法律の規定により、罰金

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して 5 年を

経過しない者 

㋑就労訓練事業の認定の取消しを受け、当該取消しの日から起算して 5 年を経過しない者 

㋒暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団員若しくは暴力団員でなくなった

日から 5 年を経過しない者（以下「暴力団員等」）がその事業活動を支配する者又は暴力団員等をその業務

に従事させ、若しくは当該業務の補助者として使用するおそれのある者 等 

（２）就労等の支援に関する要件 

●就労訓練事業を利用する生活困窮者に対し、就労の機会を提供するとともに、就労等の支援のため、次に掲げ

る措置を講じること。 

➊➋に掲げる就労訓練事業を利用する生活困窮者に対する就労等の支援に関する措置に係る責任者を配置す

ること。 

➋就労訓練事業を利用する生活困窮者に対する就労等の支援に関する措置として、次に掲げるものを行うこと。 

㋐就労訓練事業を利用する生活困窮者に対する就労等の支援に関する計画を策定すること。 

㋑就労訓練事業を利用する生活困窮者の就労等の状況を把握し、必要な相談、指導及び助言を行うこ

と。 

㋒自立相談支援機関その他の関係者と連絡調整を行うこと。 

㋓アからウまでに掲げるもののほか、就労訓練事業を利用する生活困窮者に対する支援について必要な

 

（３）安全衛生に関する要件 

●非雇用型の利用者の安全衛生その他の作業条件について、労働基準法及び労働安全衛生法の規定に準ずる

取扱いをすること。 

（４）災害補償に関する要件 

●非雇用型の利用者が就労訓練事業において災害を被った場合の補償のために、必要な措置を講じること。 



 

就労訓練事業は、民間事業者の自主事業であり、また、自立的な実施を促す観点から、運営費について自治体か

ら補助を行うことはありません。ただし、固定資産税や不動産取得税等の非課税措置（１／２）や、事業所同士のノウ

ハウを共有する機会や意見交換の場を設定するなどの支援が実施されています。 

また、就労開始後も事業者に任せっきりにするのではなく、横浜市就労訓練事業支援センターがしっかりフォローし

ますので、ご安心ください。 

※固定資産税、不動産取得税の非課税措置については、社会福祉法人や消費生活協同組合など（NPO 法人、株式会社は含まれません。）が 10 名以上の生

活困窮者を受け入れ、第 2 種社会福祉事業として実施する場合に限られます。 

よくある質問 

Q1. 就労訓練事業者に対する支援は？ 

A Q & 

Q3. 非雇用型の利用者について気をつけなければならないこと 
 
非雇用型の利用者は、あくまで訓練として就労を行うことから、雇用契約を締結した上で働く一般の従業員とは異な

り、所定の作業日や作業時間に作業に従事するかどうかは利用者の自由に委ねるなどの取扱いが必要です。 

また、非雇用型の利用者に関しては、労働基準関係法令の適用はありませんが、一般の従業員に関する取扱いも

踏まえ、作業の際の安全の確保に十分に配慮する必要があります。 

さらに、非雇用型の就労のインセンティブを高めるという観点から、工賃を支払うことをご検討いただきたいと考えて

います。 

 なお、以上についての詳細は、「ガイドライン」（https://www.city.yokohama.lg.jp/kenko-iryo-fukushi/fukushi-

kaigo/seikatsu/jiritsu/syuro-kunren/20150911093531.html）が作成されていますので、ご確認ください。 

A3 

Q4. 事業の実施に当たって事業所内でどのような支援体制を 
整備しなければなりませんか？ 
就労訓練事業を行う際は、支援の担当者（就労支援担当者）を１名以上配置していただく必要があります。この就労

支援担当者は、必ずしも専任である必要はなく、他の業務も兼務することが可能です。 

就労支援担当者は、支援に関する計画の作成や利用者が就労する上での助言指導、他の従業員に対する普及啓

発、自立相談支援機関との調整などを行います。 

A4 

Q2. 利用者の受け入れ期間に制限はありますか？ 

A1 

利用者の受け入れ期間については、特段制限はありません。利用者が、その意欲や能力等に応じて常に適切な待

遇を受けながら、非雇用型、雇用型、一般就労とステップアップしていけるよう、横浜市就労訓練事業支援センターと

連携しながら、支援を行います。 

A2 

■制度・認定に関すること 
横浜市健康福祉局生活福祉部生活支援課 

TEL：０４５－６７１－２４０３ 

E-mail: kf-seikatsushien@city.yokohama.lg.jp 

●就労訓練事業や生活困窮者自立支援制度についてのお問い合わせは、下記までご連絡ください。 

■事業利用・受入に関すること 
横浜市就労訓練事業支援センター 

TEL：０４５－２９０－７２３９ 

E-mail: shien-center@youthport.jp 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kenko-iryo-fukushi/fukushi-kaigo/seikatsu/jiritsu/syuro-kunren/20150911093531.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/kenko-iryo-fukushi/fukushi-kaigo/seikatsu/jiritsu/syuro-kunren/20150911093531.html
TEL:%EF%BC%90%EF%BC%94%EF%BC%95%EF%BC%8D%EF%BC%96%EF%BC%97%EF%BC%91%EF%BC%8D%EF%BC%92%EF%BC%94%EF%BC%90%EF%BC%93
mailto:kf-seikatsushien@city.yokohama.lg.jp
TEL:%EF%BC%90%EF%BC%94%EF%BC%95%EF%BC%8D%EF%BC%92%EF%BC%99%EF%BC%90%EF%BC%8D%EF%BC%97%EF%BC%92%EF%BC%93%EF%BC%99
mailto:shien-center@youthport.jp
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